
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

市川三郷町民生活応援特別給付金

①エネルギー・食品価格等の物価高騰の影響を受けた生
活者（全町民）に対して、現金（13,000円）を給付し生活支援
を行う。
②給付金及び事務費
③給付金：14,212人×13,000円＝184,756,000円
事務費（消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、委託料、人
件費等）：7,944,000円
合計：184,756,000円+7,944,000円＝192,700,000円
④町民

R8.2 R8.6

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

小中学校給食費無償化事業（R6補正
分）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けて
いる小中学校生の保護者へ給食費無償化事業を実施し負
担を軽減する。
②令和7年度の小中学校経費小中学校給食費
③小学生：584人×196食×285円＝32,622,240円
    中学生：281人×193食×325円＝17,625,725円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計＝50,247,965円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一般財源：1,697千円）
④市川三郷町立小中学校に通学している児童・生徒の保
護者
※教職員等を除く

R7.4 R8.3

3

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

電力価格高騰による小中学校支援事
業（Ｒ７予備費分）

①エネルギー等の電力価格高騰により児童・生徒が供する
学校施設において電気料金が高騰している。安心・安全な
学校運営とともに、小中学校の児童・生徒の良好な学習環
境を確保するため、価格高騰の影響を受ける小中学校の
電気料金（高騰相当分）に充当する。
②小中学校の電気料金高騰分
③小中学校全10校（別添、比較表による）
④町内小中学校

R7.4 R8.3

4

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

医療機関等物価高騰支援事業

①エネルギー・食品価格等の物価高騰の影響を受けた医
療機関に対して、今後も必要な医療が提供できるよう支援
を行う。
②物価高騰の影響を受けている経費（エネルギー価格等）
に対する支援金
③各事業所に一律100,000円
開業医：100,000円×6件＝600,000円
歯科医院：100,000円×7件＝700,000円
合計：1,300,000円
④町内の医療関係事業者

R8.2 R8.3

5

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

介護・福祉施設等物価高騰支援事業

①エネルギー・食品価格等の物価高騰の影響を受けた介
護・福祉施設等に対して、今後も必要なサービスが提供で
きるよう支援を行う。
②物価高騰の影響を受けている経費（エネルギー価格等）
に対する支援金
③各事業所に一律100,000円
施設系：100,000円×4件＝400,000円
住居系：100,000円×1件＝100,000円
通所系：100,000円×8件＝800,000円
その他：100,000円×6件＝600,000円
福祉系：100,000円×6件＝600,000円
合計：2,500,000円
④町内の介護・福祉関係事業者

R8.2 R8.3

6

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

保育施設等物価高騰支援事業

①エネルギー・食品価格等の物価高騰の影響を受けた保
育施設等に対して、今後も必要なサービスが提供できるよ
う支援を行う。
②物価高騰の影響を受けている経費（エネルギー価格等）
に対する支援金
③私立保育施設に一律100,000円
私立保育施設：100,000円×5件＝500,000円
④町内の保育関係事業者

R8.2 R8.3
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